
平成１５年 年末一時金

要求・妥結状況調査（最終集計）

当課では、県内に事業所をおき労働組合のある企業３００社（従業員数

３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小１５０社）を対象として、

毎年、年末一時金の要求・妥結状況調査を実施している。

調査対象企業のうち、回答のあった２０７社について集計を行った結果は次

のとおりである。（集計は、平成１６年１月３０日現在）

１ 平均要求額

（１）平均要求額は、６０５，７５４円となっている。

（２）要求額が最も高いのは、情報通信業で１，１８９，７１５円、次いで

教育、学習支援業で１，０５６，９７６円、輸送用機械器具業で

７９６，２９７円の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２１２，７９１円、次いで木

材・家具業３５３，０５２円、パルプ・紙業で４７７，５５５円の順と

なっている。

（３）規模別にみると、大手１０２社の平均要求額は６１４，５０２円とな

っている。一方、中小１０５社の平均要求額は５９７，２７０円となっ

ている。



２ 平均妥結額

（１）平均妥結額は、５０４，９８７円、１．９６ヵ月分となっている。

前年（平均妥結額５１４，４７２円）と比べると、９，４８５円下回

っており、増加率－１．８４％となっている。

（２）妥結額が最も高いのは、情報通信業で１，１２７，７６５円、次いで

教育、学習支援業１，０２５，９７５円、サービス業で７１０，１８４

円の順となっている。

逆に、最も低いのは、木材・家具業で２７５，７８１円、次いで飲食

店、宿泊業３２６，８３５円、パルプ・紙業で３５７，６６４円の順と

なっている。

（３）対前年増加率が最も高いのは、飲食店、宿泊業で２９．１０％、次い

でパルプ・紙業で１４．２０％、鉄鋼業９．８５％の順となっている。

逆に、最も低いのは、金属製品業－１２．５０％、次いで印刷業

－８．９５％、金融・保険業－８．９４％の順となっている。

（４）規模別にみると、大手１０２社の平均妥結額は５２８，１４６円

（１．９７ヵ月分）で、前年（平均妥結額５３７，９３６円）を

９，７９０円下回っている。対前年増加率－１．８２％である。

また、中小１０５社の平均妥結額は４８２，４９１円（１．９５ヵ月

分）で、前年（平均妥結額４９０，５３４円）を８，０４３円下回って

いる。対前年増加率－１．６４％である。

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

４５，６５５円となっている。

（５）地区別にみると、妥結額は高い方から福岡、筑後、筑豊、北九州の順

となっている。

大手では福岡、筑後、北九州、筑豊の順となっているが、中小では福

岡、筑後、筑豊、北九州の順となっている。


